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「次なる首都圏巨大地震への備え〜大地動乱時代の日本〜」 

ジャーナリスト、（財）都市防災研究所 

吉村 秀實 

（２０１８年１１月２５日・柿生郷土資料館） 

① はじめに「アメリカの⼭林⽕災は他⼈事ではない」 

② 「南海トラフに特段の変化なし」 

・「南海トラフ評価検討会」（会長：平田直東大地震研究所教授）が公表 

・2018 年 11 月 7 日、気象庁で開催 

・「巨大地震発生の可能性が高まったことを示す特段の変化は観測されていない」 

・「今後 30 年以内に発生する確率は、70～80％で要警戒」（平田東大教授） 

・「南海トラフ巨大地震」は前兆把握数分後に、気象庁が「臨時情報」 

「半割れ」「一部割れ」「ゆっくりすべり」の 3 ケースに分類 

「半割れ」（震源域の東西どちらかで M=8 級の地震が発生）で、 

津波到達危険地域は全住民が避難へ、 

・高齢者、障害者の避難対策など課題は山積 

③ 「首都圏を襲った３大巨大地震から何を学ぶか」 

●「安政２年江戸地震」（１８５５年１１月１１日午後１０時過ぎ発生・新暦） 

・世に言う「安政の大地震」、M=６．９～７．４（推定）、最大震度=６以上、 

震源は東京湾北部（荒川河口付近）で震源の深さ＝４０～１００㌔ 

・典型的な「首都直下型地震」、隅田川と江戸川に挟まれた沖積地で激震、 

倒壊家屋は１万４３００戸余り、「地盤災害」の様相が強い 

・犠牲者：町方で５，７４１人、武家方を含めると、１万人以上が犠牲に？ 

 

●「明治２７年東京地震」(1894 年６月１０日午後２時過ぎ発生) 

・M=７．０、震源地は東京湾北部（両国付近）、震源の深さは４０～８０㌔ 

・「首都直下型地震」、「震災予防調査会」（１８９２年設立）が詳細な被害調査 

・建物の全半壊は１３０棟（東京府：９０棟、神奈川県：４０棟） 

建物被害は洋風建築（煉瓦造）に目立ち、煙突の損壊が目立ち別名「煙突地震」 

・死者は３１人（東京市：２４人、横浜市：４人、橘樹＜たちばな＞郡：３人） 

 

●「大正１２年関東地震」＆「関東大震災」（１９２３年９月１日午前１１時５８分発生） 

・M=7.9、最大震度=6 以上、震源は相模灘（小田原沖～松田市付近））で、 
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典型的な「海溝型巨大地震」、 

・「元禄１６年関東地震」（１７０３年１２月３１日発生）の再来と見られる 

220 年前の再来：150 年～250 年周期説の根拠に 

・死者・不明者：１０万５，０００人余り、住家被害：約２１万棟、焼失家屋：２１万２，００戸 

地震直後に東京下町地域などで同時火災発生～延焼拡大、 

東京・下町で「地割れ」、「液状化現象」目立つ 

・関東地方の太平洋沿岸に巨大津波襲来 

・「悪条件が重なった関東大震災」 

・地震発生時は、昼食準備のため、各家庭で火気を使用していた 

・台風が能登半島を北上中で、強風が吹いていた 

・広域かつ大規模地震で、被害は１０府県に及んだ 

・消火体制は未整備。消火栓は地震で損壊、東京府には消防ポンプ車が僅か３８台 

・人口密集、木造家屋密集地域を激震が襲った 

・情報伝達手段がなかった。電話は一般家庭に普及していなかった。東京都内の新

聞各社は、倒壊＆焼失、新聞が印刷、発行できなかった～「流言飛語が横行し、 

「朝鮮人・社会主義者達の虐殺事件」を引き起こした。 

 

④ 「近年の大地震から何を学ぶか」 

●「東日本大震災」と「原発震災」から７年８か月（２０１１年３月１１日午後２時４６分発

生） 

・M=9.0,最大震度=７（観測史上最大の地震）、死者・不明：１万８，４２２人 

巨大津波のため、死者の９０。６４％が溺死、「海溝型巨大地震」 

・全国で７万３，０００人余りが今も避難生活、原発事故再発への不安解消せず、 

・巨大津波には「避難に勝る防災なし」、津波堤防など「ハード対策」には限界あり、 

「被害想定に惑わされるな」、「未曾有の巨大津波を想定せよ」 

・「収束ほど遠い東電・福島第一原発」 

デブリ（溶融物）は未だ確認できず、溜まり続ける汚染水、廃炉終了に「１００年説」も 

「原発の安全性に絶対はない」、「東京オリンピック」を控え、高まる国際的批判 

福島産の農水産物などの風評被害払拭できず 

 

●「熊本地震」から２年７か月 

・「前震」＝２０１６年４月１４日午後９時２６分、Ｍ＝７．３、最大震度７ 

・「本震」＝同、４月１６日午前１時２５分、Ｍ＝７．３．最大震度７ 

・被災状況（熊本・大分両県）：直接死者は５０名、災害関連死者は２１２名 

仮設住宅などで、今なお約３万８，０００人が避難生活を送る 
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・教訓は「地震学の”経験則”が通用しなかった」、「関連死が異常に多かった」 

 

●「大阪北部地震で５名死亡、都市機能マヒ」（２０１８年６月１８日午前８時前発生） 

・震源＝大阪北部、深さ：約１０㌔、最大震度：６弱＝大阪市北区、高槻市、枚方市他 

・死者：４名、負傷者：３００人超（６府県） 

・地震の特徴：「有馬―高槻断層」が動いた？軟弱地盤を直撃 

・典型的な「都市型震災」、都市交通が終日麻痺、 

・「１９７８年宮城県沖地震」に酷似、「ブロック塀の耐震強化」の教訓実らず 

・「地震は安全対策の不備を見逃さない」、切迫する「首都直下型地震」への対策を 

 

●「平成３０年北海道胆振東部地震」（９月６日午前３時０８分頃発生） 

・M=７．９（暫定値）、震源の深さ：約３７㌔、最大震度：震度７（厚真町） 

・厚真町周辺で大規模な土砂崩壊、住宅など飲みこむ 

死者：４１名、重軽傷者は、北海道全域で６６０名以上 

・「厚真町の大規模土砂崩壊はなぜ起きたのか」 

・「流動地すべり」が発生か？ 

・丘陵地（現場）は火山灰地（軽石、風化した花崗岩など水分を含みやすい地質） 

・「台風２１号」による降雨も背景要因の疑い 

・丘陵地帯の植林は「カラマツ」か？「深層崩壊」に似た現象が発生 

・「無警戒の活断層が動いたのか」 

・「東縁断層帯」とは、”無関係”の見方（気象庁など） 

・震源が浅すぎること、「東縁断層帯」による地震発生確率は０％（政府・調査委員会） 

・「震源はもっと浅かった、深さ１５キロ？」説が浮上（９月１１日開催・地震調査委員会） 

・日本には約２，０００の活断層、「未知の活断層」にも要警戒 

・「なぜ大規模停電になったのか」 

・「苫東厚真火力発電所」が地震で損傷、火災発生も 

・北海道全域の電力需給システムが崩壊、大規模停電。全道約２９５万戸が停電 

・市民生活、鉄道・道路交通、救急病院などに深刻な影響拡大 

・一極集中型の電力需給システムに警鐘 

・「液状化現象？も発生、市民生活などに影響拡大」 

・札幌市清田区など住宅地で多発（埋め立て地域） 

・「苫小牧港」など港湾施設でも液状化の被害 

・水道・ガスなど地下埋設物、道路交通なども大きく支障 

・「苫東厚真火力発電所」も液状化の痕跡。地下配管などが損傷か？ 
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➅「２１世紀は大地動乱の時代」 

・「次に来る巨大災害とは何か」 

・東日本大震災の最大余震は？（M＝８級） 

・切迫する「首都圏直下型地震」 

・南海トラフの３連動地震 

・富士山などの火山噴火 

・地球温暖化に伴う巨大台風、集中豪雨など 

・日本の災害リスクは世界１７位（先進国ではトップ） 

・「首都圏直下型地震はいつ来るか？」 

・巨大地震でも「地震予知」（いつ？）は困難 

・「大規模地震特別措置法」など大幅見直しへ 

・切迫する「首都圏直下地震」への備えは？ 

 

●「多摩丘陵地帯の地震防災対策と減災対策」 

・住宅地の地盤災害（液状化、土砂流動など）を防止せよ、 

・土砂崩壊も「避難に勝る防災なし」、実態の把握、防災マップ＆避難情報の再確認 

・今、「災害天譴論を考える」 

・紀元前の孔子「災害天譴論」から学ぶもの（儒教主義） 

・『災害（地震）とは、王道に背いた為政者に対する天の警告（戒め）である」 

・『四川省大地震は中国政府の新疆ウィグル自治区への弾圧の報い』（イスラム教徒） 

・「安全の定義」（故・黒田勲氏） 
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